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ジャパン・プラットフォーム 

ウクライナ人道危機対応支援プログラム 2024 年度事業評価 ADRA Japan 報告書 要約 

 

1. 概要 

本事業は、ウクライナ東部および南部の特に戦争の影響を受けるドニプロ、ハルキウ、

ミコライウ、およびルハンスクからの国内避難民（IDP）や地域の戦争被災者を対象に、

ADRA Japan が実施した多目的現金給付事業である。本事業は緊急の物質的ニーズに対応

するだけでなく、戦争の長期化により先行きの見えない不安定な避難生活を送る世帯に対

し、尊厳や自らが現金の使途を選択する意思を取り戻すことに寄与した。各家族が、食

料、医薬品、暖房、家賃、あるいは教育など、支出の優先順位を自主的に決定すること

は、自らの脆弱性を軽減し、望ましくない対処法を減らすための重要な第一歩となった。

また、本事業は、地方行政、ドニプロ現地団体である Pomogaem 基金およびミコライウ市

障害者協会といったコミュニティレベルで活動する団体との協力により、発達障害のある

子ども、一人暮らしの高齢者、および慢性的疾患を持つ個人など、複合的な脆弱性に直面

している世帯をも含み、最も脆弱な人々にもリーチしたといえる。 

本事業は、現地で活動する支援団体との調整の下で裨益者設定を行い、現地コミュニテ

ィ・ネットワークと連携しながら柔軟な事業運営を行った。また、現金給付というモダリ

ティを通じて、紛争影響下の経済的に不安定な世帯に有意義な支援を提供すると同時に、

進行中の戦争の危機の只中において避難民の尊厳、幸福、および人間としての意思の回復

に大きく寄与したものである。 

 

2. 評価事業の概要 

ジャパン・プラットフォーム（JPF）は、緊急人道支援を行う日本の NGO を支援する

中間支援組織であり、本評価は加盟団体である ADRA Japan がウクライナで実施した個別

事業の成果を検証し、今後の対ウクライナ支援計画に資する教訓を抽出することを目的と

している。ウクライナではロシアの侵攻が始まった 2022 年以降、ウクライナ国内外にお

いて 1,000 万人以上の人々が避難を余儀なくされている。ADRA Japan は戦争開始時から

ウクライナ避難民支援に従事しているが、日本人のウクライナ入国には制限があるため、

遠隔で事業管理を行い、ADRA Japan 指示のもと ADRA Ukraine が現地での活動を遂行し

た。 

評価対象となった事業は、2025 年 1 月から 6 月にかけて、ウクライナ東部・南部にお

いて IDP、非避難住民、帰還民のうち、障害や慢性疾患、多子世帯などの脆弱性基準を満

たす世帯に対して多目的現金給付を行い、生命を繋ぐことを目的として実施された。事業

費は、ADRA Japan の自己資金を含め約 6,092 万円であった。本事業では、一人あたり計

10,800 UAH（ウクライナ政府および国連の推奨に基づく 3 ヶ月分の支援額）を電子送金
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で一括支給する方法を採用した。 

 

3．調査手法 

本評価調査は 2025 年 4 月から 10 月の間にかけ、質的データと量的データ（配布後モニ

タリング、以下 PDM 等）を組み合わせて実施された。一次情報源として、日本、ウクラ

イナ、およびスロバキアの ADRA スタッフ、ならびにパートナー団体へのインタビューが

実施された。また、7 名の裨益者に対するインタビューと、220 名の回答者を対象とした

PDM 調査が行われた。これに加え、ADRA Japan が作成した PDM 報告書等のプロジェ

クト文書のデスクレビューも並行して実施された。なお、評価の制約事項として、裨益者

への直接的なアクセスの制約や、インタビュー対象者が実施団体によって選定されたこと

によるポジティブ・バイアスの可能性、さらに遠隔管理による現場の状況についての認識

の限界などが挙げられる。 

 

4. 評価結果（OECD-DAC 6 項目） 

OECD-DAC 基準は、人道および開発支援事業を評価するための包括的でバランスの取

れた枠組である。本事業では、各評価基準は、「非常に高い、高い、中程度、低い、非常

に低い」の５段階のスケールで評価を行った。 

 

4.1 妥当性（Relevance）：非常に高い 

回答者の 100%が「支援は（裨益者の）当面の優先事項の解決に寄与していた」と回答

した。使途を特定の費目に限定しない多目的現金給付は、世帯ごとの多様なニーズ（食

料、冬服、子どもの教育費、医薬品等）に柔軟に対応するため、避難生活における尊厳と

自律性を尊重した手法として極めて妥当であると評価できる。 

4.2 一貫性（Coherence）：高い 

キャッシュ・ワーキンググループ（CWG）の枠組みや Humanitarian Response Plan 

2025 に完全に則っており、他団体との支援の重複を防ぐ調整が体系的に行われていた。

Pomogaem 等の現地 NGO からの紹介システムも円滑に機能し、支援のための資金不足で

取り残されていた脆弱世帯を救い上げることに貢献した。 

4.3 有効性（Effectiveness）：非常に高い 

当初目標の 1,266 名に対し、1,292 名（102%）へ支援を提供し、目標を達成・超過し

た。PDM では、98%の世帯が「基本ニーズを適切に満たせた」と回答し、97%が支援内

容に満足を示していると回答した。厳格な裨益者の受給資格チェックにより、事前に 5〜

10%の不適格ケースを除外した点も有効性を高めた。 

4.4 効率性（Efficiency）：高い 

デジタル送金の活用により、事務コストを最小化しつつ迅速に支援を届けた。また、他
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事業との按分により間接費を削減することができたため、当初目標としていた裨益者数を

約 1/3 近く拡大させる余力を生み出した。ただし、現地活動において ADRA Japan 事業の

専従スタッフを配置できなかったことが、裨益者の登録作業や給付後のモニタリング作業

等において、ADRA Ukraine 本部スタッフへの過度な負担を生んだ点は効率性を制約する

要因となった。 

4.5 インパクト（Impact）：強い 

医薬品の購入や公共料金の支払い、住宅の修繕といった生活条件の改善に直結した。特

に、子どもの教育費を前払いして学業継続を確保した事例や、複数シーズン使用できる衣

類・靴の購入など、中長期的な便益に繋がったケースも報告されている。 

4.6 持続可能性（Sustainability）：低い 

緊急現金給付の性質上、支援終了後に効果を維持する設計にはなっていないため、ほと

んどの世帯は、資金が尽きれば再び脆弱な状態に戻る可能性が高い。持続性を高めるため

には、現金給付を生計向上支援や職業訓練等と結びつける必要がある。 

 

5. 提言 

5.1 ADRA Japan / Ukraine に対する提言 

⚫ 現場プレゼンスの拡大：対面での検証やモニタリングを強化し、書類ベースでの対象

者の確認から漏れがちな脆弱層を救うため、現場での専従スタッフと物流リソースを

予算化すべきである。 

⚫ ハイブリッド・モデルの導入：市場が機能している場所では現金、機能していない場

所では現物を提供する多様な手法を検討すべきである。 

⚫ フィードバック・チャネルの多様化：障害者やデジタル弱者に配慮し、QR コードだ

けでなく、ホットラインや紙ベースの手段を強化し、苦情及びフィードバック・メカ

ニズムへのアクセシビリティを高める必要がある。 

⚫ スタッフの安全と福利厚生の徹底：レッドゾーン（危険地帯）での活動に備え、防弾

車両や対ドローン保護設備、セキュリティ研修、および生命保険の提供を必須要件と

すべきである。 

 

5.2 JPF に対する提言 

⚫ プログラムの継続：適時かつ柔軟な現金支援は単なる支援依存ではなく脆弱層のエン

パワーメントとしても機能しており、人道支援資金が縮小される傾向にあるなか、必

要な IDP 支援とのギャップを埋めるためにも支援の継続を強く推奨する。 

⚫ ショック対応型予備費の設置：戦闘の急速な悪化に対し、数週間ではなく「数日以

内」に対応できるよう、簡素化された手続きで調達可能な予備資金を確保すべきであ

る。 
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⚫ IDP センター（トランジットセンター等）への支援強化：自力での移動や生計確保が

困難な高齢者・障害者を受け入れている施設に対し、現金、物資、インフラ改修を組

み合わせた包括的支援を提供すべきである。 

 

6. 教訓 

本事業の成功から得られた最大の教訓は、現金給付が単なる物資支給を超えた「エンパ

ワーメントのツール」として機能していた点である。現金給付を通じて、すべてを失った

被災者に支出の決定権を提供することは、裨益者の主体性と尊厳を回復させることに加

え、人道支援への依存から自立への一歩に進むきっかけを提供するものである。また、現

地の障害者協会や小規模 NGO といった草の根ネットワークとの連携の重要性も再認識さ

れ、居住証明や銀行口座へのアクセス欠如によって公式な登録システムから見落とされが

ちな、最も脆弱な世帯を特定し、確実に支援を届けることが可能となったのである。 

一方で、支援を届ける側であるスタッフへの配慮についても重要な教訓が得られた。自

身も被災条件下にありながら多大な業務を担う現地スタッフのウェルビーイングへの投資

は、支援の質と倫理を維持するための不可欠な前提条件である。現場スタッフがサポート

されていると感じることで、共感と専門性が向上し、結果として裨益者への成果に直結す

る。最後に、現金給付は緊急時の生存には極めて有効であるが、それだけでは長期的な回

復力を構築するには限界がある。今後の人道支援においては、緊急現金給付を成人教育や

マイクログラントといった復興志向のプログラミングと結びつける「統合的設計」への移

行が、被災地の未来と自立を形作る鍵となるだろう。 




